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運営規程【別紙１】介護支援専門員等配置 

 

2024年9月1日現在 

 

 

職種 常勤 非常勤 合計 

管理者（介護支援専門員との兼

務） 
１名（兼務）  １名 

介護支援専門員 １名（専従）  １名（専従） ２名 

 

※居宅介護支援事業指定申請書（2020（令和2）年10月１日） 

※「重要事項説明書」別紙として適用する際は、該当担当者の名前を加え、年度体制が分

かるものとする。 

※職員体制及び担当者変更の場合は、「重要事項説明書」別紙の変更を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



運営規程【別紙２】

１．居宅介護支援基本サービスおよび加算サービス 　※地域区分単価：1級地（1単位＝11.40）
（１）基本サービス

　居宅介護支援費Ⅰ（取扱件数40件未満）

２．居宅介護支援費
【表】居宅介護支援費および加算サービス一覧

（1）常勤専従の主任介護支援専門員を2名以上配置している

（2）常勤専従の介護支援専門員3名以上配置している

（3）サービス提供のための留意事項の伝達等を目的とした定期的会議の開催をしている

（4）24時間連絡体制の確保と必要時、相談に応じる体制の確保をしている

（5）担当している利用者の認定区分で要介護3～5の割合が4割以上

（6）計画的な研修の実施をしている

（7）地域包括支援センターから紹介の対応が難しい事例に対応をしている

（8）地域包括支援センター等が実施する事例検討会に参加している

（9）運営基準、特定事業所集中の減算要件に該当していない

（10）介護支援専門員一人当たりの担当平均件数が40件未満である

（11）『ケアマネジメントの基礎技術に関する実習』等の協力体制を確保している

（12）他法人が運営する居宅介護支援事業所と共同の事例検討会・研究会等を実施している

（13）必要に応じて多様な主体等が提供する生活支援のサービスが包括的に提供される

　　　ような居宅サービス計画を作成している

※上記項目をすべて実施する

※1ヶ月につき算定（但し、特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Aは、いずれか一方の算定）

特定事業所加算Ⅰの（2）（3）（4）（6）（７）（8）（9）（10）（11）（12）（13）を満たしている

（1）常勤専従の主任介護支援専門員を1名以上配置している

※1ヶ月につき算定（但し、特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Aは、いずれか一方の算定）

特定事業所加算Ⅰの（3）（4）（6）（７）（8）（9）（10）（11）（12）（13）を満たしている

（1）常勤専従の主任介護支援専門員を1名以上配置している

（2）常勤専従の介護支援専門員2名以上配置している

※1ヶ月につき算定（但し、特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Aは、いずれか一方の算定）

特定事業所加算Ⅰの（3）（4）（6）（７）（8）（9）（10）（11）（12）（13）を満たしている

（1）常勤専従の主任介護支援専門員を1名以上配置している

（2）常勤1名以上、非常勤1名以上（非常勤は他事業との兼務可）

特定事業所加算Ⅰの（4）（6）（11）（12）は他の事業所との連携による対応を可とする

※1ヶ月につき算定（但し、特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Aは、いずれか一方の算定）

（1）新規に居宅サービス計画を作成する場合

（2）要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合

（3）要介護状態区分が二区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合

（4）2ヶ月間サービス利用がなく、サービスが再開されるにあたり居宅サービス計画を新

たに作成する場合

※初回計画作成時、1ヶ月につき1回のみの算定

利用者が病院又は診療所に入院してから3日以内に職員に対して利用者の必要な情報

を提供している

※1ヶ月につき1回のみの算定

利用者が病院又は診療所に入院してから4日以上7日以内に職員に対して利用者の

必要な情報を提供している。

※1ヶ月につき1回のみの算定

入院又は入所期間中、医師等からの要請により退院に向けた調整を行うための面談に

参加し、必要な情報を得た上で居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着

型サービスの利用に関する調整を行った場合

※得た情報が居宅サービス計画作成に反映された場合1回算定（3回まで算定可能）

や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加するものとする

※2024年度介護報酬改正による単位を基準としています。（2024年4月1日から適用）

※介護保険給付は、端数処理のために若干の誤差が生じます。

※この別紙は、重要事項説明時においても、居宅介護支援費説明用として使用します。なお、介護保険法による改正時は差替えを行います。

詳　細 単位数

居宅介護支援費
202４（令和６）年４月1日現在

特定事業所加算Ⅰ 519単位

特定事業所加算Ⅱ 421単位

※1ヶ月につき算定

【加算サービス】 詳　細 単位数

【基本サービス】
居宅介護支援費Ⅰ

（取扱件数40件未満）

　要介護　1、2 1,086単位
　要介護　3、4、5 1,411単位

特定事業所加算Ⅲ 323単位

特定事業所加算A 114単位

初回加算 300単位

退院・退所加算

連携回数
カンファレンス参加
無　・　有
1回 450　・　600 単
位
2回 600  ・  750 単
位

入院時情報連携加算Ⅰ 250単位

入院時情報連携加算Ⅱ 200単位

※退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合は、必要に応じ、福祉用具専門相談員
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２．居宅介護支援費
【表】居宅介護支援費および加算サービス一覧

①前々年度の3月から前年度の2月までの間において退院・退所加算の算定に係る病院、

診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設との連携回数の合計が35回以上

②前々年度の3月から前年度の2月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を

１5回以上算定

③特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを算定している

利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の

必要な情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、

居宅サービス計画（ケアプラン）に記録した場合

利用者の病状が急変した場合や、医療機関における診療方針の大幅な変更等の必要

が生じた場合に実施されるカンファレンスに参加した場合

ターミナルケアマネジメントを受けることに同意した利用者について、24時間連絡がとれる

体制を確保し、かつ、必要に応じて、指定居宅介護支援を行うことができる体制を整備

利用者またはその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上、

在宅を訪問し、主治の医師等の助言を得つつ、利用者の状態やサービス変更の必要性等

の把握、利用者への支援を実施

訪問により把握した利用者の心身の状況等の情報を記録し、主治の医師等及びケアプラン

に位置付けた居宅サービス事業所へ提供

※2024年度介護報酬改正による単位を基準としています。（2024年4月1日から適用）

※介護保険給付は、端数処理のために若干の誤差が生じます。

※この別紙は、重要事項説明時においても、居宅介護支援費説明用として使用します。なお、介護保険法による改正時は差替えを行います。

2024（令和6）年4月1日現在

緊急時等居宅
カンファレンス加算

200単位

ターミナルケアマネジメ
ント加算

400単位

特定事業所
医療介護連携加算

125単位

通院時情報連携加算 50単位
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運営規程【別紙3】

凡例

①受付 ①受付者：全職員

②内容確認 ②内容確認

苦情受付書 第16条 苦情受付書

第15条 ③報告

第16条

第16条

⑤解決策の検討

各種会議の実施（対応・改善策の検討）

運営責任者会議

運営会議・リーダー会議・フロア会議

事業責任者

係長

管理者

管理者

管理者

栄養士

看護師

担当者

⑥解決策の提示 第三者委員同席 千代田区

⑦話し合いの実施

第17条

⑧業務の改善

報告

理事長

第18条 千代田区

⑩結果の公表 四半期ごとに報告 事業報告書

第19条　

解決・改善・サービス向上へ
※平成22年2月1日施行「苦情対応規程」から再作成

苦情解決責任者 第三者委員

事業所対応

地域包括支援センター長

運営適正化委員会

解決が図られない場合

部門責任者

デイサービス

東社協・福祉サービス

居宅介護支援センター

ホームヘルプ

看護

（事務局）

食事

神田居宅介護支援センター
2023（令和5）年４月1日現在

居宅介護支援事業所

かんだ連雀共通対応

苦情受付責任者

施設長

事業所の意見・要望・苦情解決システム

評議員部門責任者

地域包括支援センター

④苦情受付報告書

社会福祉法人多摩同胞会かんだ連雀

ご
利
用
者
・
ご
家
族

報告

助言

③報告

⑨改善結果報告書

※当該担当者は各年度版かんだ連雀事業計画書記載参照

ホーム・ショート
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